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て認めていた（13）。1926 年 11 月には国鉄が集配に責任を負う特別小口扱（特小扱）という新しい


















指定店を中心とした独占的な産業組織が形成されるはずであった。1928 年 9 月に国際通運が全
国規模の代理店会＝指定店との調整機構を設置したことをもって，鉄道省は全国の指定を終えた
ということで合同声明の主旨が実現したものと評価した（16）。とはいえ，1926 年に 7,748 を数え
た運送店数は，1927 年に合同店 2,301，非合同店 2,000 で計 4,301 店と大幅に減少したものの，










































































































































レバ　商店筋 55％，素人 45％」，「重量ヨリ見レバ　商店筋 70％，素人 30％」というものであっ
た。非事業者の荷主と想定される「素人」は，一件あたりの数量が少量の小口が主であった。「六　
車種及数」によると，運搬具は「従来手車 24 台，馬力 6 台ナリシモ量ニ応ジテ手車 24 台，自動
車 1 台，オートバイ 1 台」などとされ，「七　荷口ノ分布状況」は「全数量ノ 80％ハ芝，麻布，










































































































































































































































































































































































































































































































外店ニ特小ノ集荷ヲナサシメ，是ガ持込料トシテ 10 瓩 28 銭従前支払ツテ来タ。然シ先般ノ
職制改革ガ後現在ハ 100 キロ 16 銭支払ツテヰルタメ，飯田町其他ノ各合同ハ大打撃ヲ受ケ
テヰル。是サヘシナケレバ外店ハ特小ヲ一切扱フコトガ出来ナクナルノデ外店圧迫策トシテ
ハ良イノダガ，是デハ合同ノ特点ハ消エテ外店ト同ジ立場ニナツテシマフ

















































著荷主ノ戸口マデ（c ＆ d 付デ）トタン板一枚二銭，65 斤位ノ石油箱ノ大キサノモハ一個
20 銭位デヤツテヰル。此業者ハ集荷ヲ主トシテヤツテヰテ，先ヅ宇都宮ト定期運送ヲヤル
ノニ自動車ヲ一往復デ 23 円テ傭ツテヰル。而シテ先ヅ往路ニ 23－25 円位ノ荷ヲ積ンデ宇都












































































































































（ 2 ） 鉄道省運輸局『国有鉄道の小運送問題』，1935 年，鉄道省監督局『小運送問題外観』，1942 年。
（ 3 ） もっとも，貨車利用効率の向上は小口輸送の混載化という運送店の力が重要でありこれは非荷役集
配サービスに近いものでもあった。河村徳士，前掲「戦間期日本国有鉄道の小口輸送改革と小運送業
界の利害対立」。
（ 4 ） 大島藤太郎『封建的労働組織の研究』御茶の水書房，1961 年。
（ 5 ） 日本通運株式会社『社史・日本通運株式会社』，1962 年。
（ 6 ） 村松一郎・天沢不二郎編著『現代日本産業発達史 22 陸運・通信』交詢社，1965 年，日通総合研究
所編『日本輸送史』日本評論社，1971 年など。
（ 7 ） 高嶋修一「両大戦間期の小運送問題と鉄道省の政策」老川慶喜編著，前掲『両大戦間期の都市交通
と運輸』，第七章。
（ 8 ） こうした視点は，たとえば，富永祐治『交通における資本主義の発展― 日本交通業の近代化過
程―』岩波書店，1953 年においても提示されているが，実証的な検討は今後の課題でもある。






（11） 以下，河村徳士「1920 年代における小運送合同政策の歴史的背景― 料金問題と物価対策―」















（17） 鉄道省『小運送参考統計』，1936 年，11 頁。
戦間期日本小運送業における国際通運と東京地方の指定店とが抱えた経営課題 51
（18） 汐留駅運送株式会社『営業報告書』，1930 年下期。
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